
富山県外国人活躍・多文化共生推進プランの
改訂に向けた事前調査の結果（速報）

令和７年３月26日

富山県外国人材活躍・多文化共生推進にかかる

有識者検討会事務局

資料５

1



富山県外国人活躍・多文化共生推進プランの改訂に向けた事前調査の概要（１）

（１）目 的
・令和元年度に策定した「富山県外国人材活躍・多文化共生推進プラン」の改訂にあたっての基礎資料と

して、県内在住の外国人住民の生活・就労の実態や取り巻く環境等を把握するために、県内の外国人住
民、日本人住民、企業へアンケート調査を行ったもの。

（２）調査方法、調査対象者数、回収数

（３）スケジュール
令和６年10月 設問作成・翻訳・対象抽出
令和６年12月～令和７年３月 調査（※調査結果取りまとめ中）

調査名 調査方法 調査対象者数
回収数

（回収率）

外国人住民
アンケート

各市町村の外国人住民割合に応じて抽出した外国人住民に調査協力依頼を
郵送し、Ｗｅｂ回答方式で実施

2,500件
846件

（33.8％）

日本人住民
アンケート

各市町村の住民数割合に応じて抽出した日本人住民に、調査票を郵送して
文書方式で実施

1,500件
631件

（42.1%）

企業
アンケート

経済センサス活動調査により抽出した事業所に調査協力依頼を郵送し、Ｗ
ｅｂ回答方式で実施

1,000件
224件

（22.4%）
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富山県外国人活躍・多文化共生推進プランの改訂に向けた事前調査の概要について（２）

（５）調査項目の概要

区分 外国人住民 日本人住民 県内企業

基本情報
性別、年齢、居住地、国籍、在留資格、滞在年数等
の各種ステータス

性別、年齢、居住地等の各種ステータス
企業概要
外国人材雇用状況等（人数、国籍、在留資格、雇用
形態等）

日本語の能力について
話す・聞く・読む・書く能力、学習意欲、学習方法
等

― ―

日常生活について 暮らしでの困りごと、その対処法等
外国人住民との関わり
外国人住民が困っていると思うこと
トラブルの有無、解決方法等

雇用した外国人材が暮らしで困っていると思うこと
雇用した外国人材への日常生活支援

仕事について 仕事の有無、雇用形態、仕事の不満、就職活動等 ― ―

教育について 育児について、就学・進路について等 ― ―

住居、医療福祉について 住居の種類、病院での困りごと ― ―

災害時の対応について 災害への備え、災害対策の要望等 ― ―

多文化共生のまちづくり
について

地域でのトラブル、住みやすいまちづくり等
多文化共生のまちづくりのためにできること、外国
人住民に求めること、必要な県の施策

―

外国人材の雇用等の状況
について

― ―
外国人材を雇用した理由、採用にあたり工夫したこ
と、社内への影響や問題等

今後の外国人材の活躍に
ついて

― 外国人材の受入を進めるべきか 今後の外国人材の雇用意向、理由等

育成就労外国人の受入に
ついて

― ― 育成就労外国人材の受入意向、理由等

高度外国人材・留学生の
採用について

― ―
高度外国人材の受入意向、理由等
留学生の採用意向、理由等

質問項目数 50問程度 40問程度 25問程度 3



外国人住民アンケートの結果（速報）のポイント
（１）

回答者属性
○回答者846件

（うち「身分や地位に基づく在留資格」405件、「活動に基づく在留資格」145件、「技能実習・特定技能」296件）
○国籍：「ベトナム」22.3%、「中国」21.5%、「フィリピン」15.7%、「インドネシア」12.1%、「ブラジル」8.2%、「その他」20.2%
○在留期間：「15年以上」が27.2%、「５年以上～10年未満」22.9%、「１年以上～３年未満」が22.5％となっている

（２）
日本語能力

○話す・聞く：半数以上が「日常会話ができる」以上の能力があると回答
○読む：「短い文章を読むことができる」「ほとんど読むことができない」という回答が全体の72.4％を占める
○書く：「簡単なメモであれば書くことができる」「ほとんど書くことができない」という回答が全体の70.9%占める

（３）
日常生活

（複数回答）

○日本の生活で困っていること：「ことば」44.4%、「生活費など金銭的な問題」19.6%、「文化・習慣の違い」17.7%
（「技能実習・特定技能」は「ことば」が63.2%と特に高い）

○充実してほしい行政情報：「税金・年金」37.9%、「就職・雇用」33.9%、「日本語を学べる場所」23.9%、「多言語で相談でき
る窓口」19.3%、「病院や医療」14.3%

（４）教育
（複数回答）

○こどもの教育に関する心配事：「心配することはない」28.6%、「教育費が高い」26.6%、「学校のいじめ」21.4%、「大学に進
学できるか不安」14.3%、「母国語が話せなくなる」14.3%、「日本語が十分にできない」12.7%

（５）仕事
（複数回答）

○仕事上の心配事や不満：「特にない」39.7%、「賃金が安い」37.9%、「日本語でコミュニケーションが取れない」8.3%
（「賃金が安い」と「特にない」という回答に大きく分かれる）

○仕事面で行政に求める支援：「外国人が働きやすい企業情報の発信」54.0%、「日本語が苦手でも働きやすい企業情報の発信」
36.1%、「仕事にあった日本語学習機会の提供」29.1%

（６）災害
（複数回答）

○行政に望む災害対策：「避難場所の掲示等の多言語化」38.2%、「多言語防災情報の発信」27.3%、「外国語の緊急対応パンフ
レットの配布」23.6%、「地域の防災訓練に外国人が参加しやすいようにする」22.2%

○災害時に行政に求める支援：「避難場所における各種掲示の多言語化」46.2%、「文化・習慣に配慮した物資や食糧支援」
36.8%、「緊急時に多言語の放送や誘導を行う」34.0%「被災者支援に関する様々な手続の支援・補助」20.2%

（平時、災害時とも多言語対応を求める回答が多い）

（７）日本人
とのつき合い
（複数回答）

○近所の日本人とのつき合い：「ある」62.5%、「ない」37.5%
○つき合いの内容：「あいさつする程度」58.8%、「日常生活のことを話している」42.5%、「友人としてつき合っている」33.5%
○つき合いがない理由：「話しかけるきっかけがないから」42.3%、「時間がないから」31.2%、「日本語を話せないから」30.6%

※「日常生活」以下は、上位の回答を抽出（「○近所の日本人とのつき合い」を除き、複数回答（３つまで）のため、合計は100%にならない）。 4



日本人住民アンケートの結果（速報）のポイント

（１）
回答者属性

○回答者：631件
○性別：「男性」42.3%、「女性」56.6%、「その他・無回答」1.1%
○年齢：「70歳以上」22.0%、「60～69歳」21.7%、「50～59歳」18.5%、「40～49歳」18.2%、「30～39歳」10.3%、「20～29歳」

5.5%、「20歳未満」3.5%、「無回答」0.2%

（２）
日常生活
（複数回答）

○近所の外国人住民との関わり：「関わっていない」が63.4%で最も多く、次いで「どちらかといえば関わっていない」が26.0%と
なっており、合わせて89.4%がそれほど関わっていないと回答

○近所に外国人が住むこと：「どちらともいえない」65.0%と最多
（「好ましい」と「どちらかといえば好ましい」を合わせると12.9%が好ましいと回答）

○外国人が生活で困っていること：「日本語が不自由」が53.1%、「文化・習慣の違い」38.4%、「近所づきあい」23.8%、「災害
時・緊急時の対応」21.2%

（３）
多文化共生の
まちづくり
（複数回答）

○「多文化共生のまちづくり」を進めるためにあなたができること：「あいさつなど声をかけ合う」74.3%、「気軽に話をする」
37.4%、「生活習慣やルールを相談し合う」28.5%、「地域の外国人との交流やイベントに参加する」21.6%

○「多文化共生のまちづくり」を進めるために外国人住民に期待すること：「あいさつなど声をかけ合う」56.9%、「日本の法律、
生活習慣やルールを守る」53.2%、「日本語や日本の文化を学ぶ」27.7%、「気軽に話をする」26.5%、「地域住民との交流や地
域活動に参加する」26.5%

○「多文化共生のまちづくり」を進めるために、必要な県の施策：「外国人に対する日本の生活ルールや習慣、文化の違いなどの
周知」52.9%、「外国語による行政情報や生活情報の提供の充実」33.4%、「外国人に対する相談体制の充実」31.5%、「外国人
に対する日本語学習の支援」23.0%、「日本人と外国人の交流の場の充実」16.3%

※「日常生活」以下は、上位の回答を抽出（「○近所の外国人住民との関わり」を除き、複数回答（３つまで）のため、合計は100%にならない）。
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企業向けアンケートの結果（速報）のポイント

（１）
外国人材の雇

用状況等

〇外国人材の雇用状況は、「雇用等の経験はない」が63.4％となっている。一方、「現在雇用している」が23.7％、「過去に雇用等し
ていたが現在は雇用等していない」が12.9％となっている。
〇現在、雇用等している外国人材の国籍は、「ベトナム」が43.4％と最も多く、次いで「中国」（32.1％）、「フィリピン」
（26.4％）、「インドネシア」（22.6％）と続く。
〇現在、雇用等している外国人材の在留資格は、「技能実習」が41.5％と最も多く、次いで「特定技能」「永住者」（32.1％）、「技
術・人文知識・国際業務」（24.5％）と続く。
〇現在、雇用等している外国人材の雇用形態は、「正社員」が67.9％と最も多く、次いで「パートタイマー・アルバイト」（26.4％）、
「契約社員」（18.9％）と続く。
〇現在、雇用等している外国人材が担当している業務は、「製造・修理・塗装・製図等の業務」が35.8％と最も多く、次いで「福祉・
介護業務」（20.8％）、「サービス業務」（13.2％）と続く。
〇外国人材を雇用等した理由は、「日本人だけでは人手が足りないから」が62.3％と最も多く、次いで「優秀な人材を確保するため」
が32.1％、「日本人が採用できないから」が30.2％となっており、人手不足が大きな要因になっていることがわかる。
〇外国人材を雇用等する上で工夫していることは、「職務内容や期待する役割などを明文化し提示」が37.7％と最も多く、次いで「通
年採用の実施」（32.1％）、「外国人留学生等を対象にインターンシップを実施」（3.8％）と続く。
〇外国人材を雇用等したことによる社内への好影響としては、「日本人社員への刺激・社内活性」が58.5％と最も多く、次いで「異文
化・多様性への理解の向上」（43.4％）、「グローバル化推進への理解、意識醸成」（20.8％）と続く。
〇外国人を雇用等したことで起きた社内での問題については、「言葉の壁による意思疎通面での問題」が58.5％と最も多く、次いで
「文化・価値観・考え方の違いによる問題」が43.4％となっている。一方、「特に問題はない」は24.5％となっている。

（２）
今後の外国人
材の活躍につ

いて

〇将来における外国人材雇用等の意向（外国人材の「雇用等に経験はない」と回答した企業）は、「雇用等するつもりはない」が
58.5％を占めている。一方、「雇用等したい」（2.8％）と「いい人に出会えれば雇用等してもよい」（29.6％）を合わせて32.4％が
前向きに雇用の意向を示している。
〇外国人材を雇用等したい理由（外国人材の「雇用等に経験はない」と回答した企業）は、「日本人だけでは人手が足りないから」が
50.8％と最も多く、次いで「優秀な人材を確保するため」（49.2％）、「日本人が採用できないから」（39.0％）と続く。
〇外国人材を雇用等しない理由（外国人材の「雇用等に経験はない」と回答した企業）は、「コミュニケーションが上手く取れるか不
安だから」が34.9％と最も多く、次いで「受入れに係る手続き（在留資格の取得、雇用管理等）が大変そうだから」（33.7％）、「外
国人材を必要とする仕事がないから」（20.5％）と続く。
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企業向けアンケートの結果（速報）のポイント

（３）
富山県として
の外国人材の
受入れについ

て

〇県として、外国人材の受入れを進めていくべきだと思うか尋ねたところ、「どちらかといえば進めるべき」が57.6％と最も多く、次

いで「進めるべき」が20.5％となり、『進めるべき』（「進めるべき」＋「どちらかといえば進めるべき」）は78.1％を占めている。
〇受入れを進めていくべきだと思う理由は、「労働力が必要だから」が83.4％と最も多く、次いで「グローバル化への対応が可能にな

るから」「労働意欲が高いから」（27.4％）、「日本人とは異なる視点、発想を持っているから」（22.9％）と続く。
〇外国人材の受入れのために必要な行政の支援は、「日本語習得サポートの充実」が58.3％と最も多く、次いで「外国人材雇用に関す
る情報提供」（50.9％）、「在留資格の手続きに関する支援」（42.9％）と続く。
〇受入れを進めていくべきだと思わない理由は、「治安悪化を招くから」が51.0％と最も多く、次いで「文化や習慣の違いが大きいか
ら」（49.0％）、「日本人の雇用機会を奪うから」（44.9％）と続く。

7



外国人住民アンケートの結果（速報） （１）回答者属性

分類 在留資格 回答者数（人）

身分や地位に
基づく在留資格

永住者
定住者
日本人の配偶者等
特別永住者

405

活動に基づく
在留資格

技術・人文知識・国際業務
家族滞在
留学
その他

145

技能実習・
特定技能

技能実習
特定技能 296

総数 846

①在留資格

在留資格についてみると、「永住者」が32.3％と最も多く、次いで
「技能実習」（23.5％）、「特定技能」（11.5％）となっている。

富山県に長く住むものと考えられる「永住者」、「定住者」、「日
本人の配偶者等」、「特別永住者」を合わせると405人で、全体の
47.9％となっている。

8

日本での活動に制限のない「身分や地位に基づく在留資格」と活動
に制限がある「活動に基づく在留資格」では、アンケートの回答の傾
向が異なるものについては、分けて整理を行った。

また、技能実習と特定技能については、活動に基づく在留資格では
あるが、対象となる外国人住民が多いことから、別に整理した。



外国人住民アンケートの結果（速報） （１）回答者属性
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②国籍

国籍は、「ベトナム」が22.3％と最も多く、次いで「中
国」が21.5％、「フィリピン」が15.7％となっている。

在留資格別にみると、「身分や地位に基づく在留資格」
では「中国」（34.3％）が、「活動に基づく在留資格」と
「技能実習・特定技能」では「ベトナム」（それぞれ
29.7％、41.6％）が最も多い。
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③在留期間

在留期間は、「15年以上」が27.2％と最も多く、次いで「５
年以上～10年未満」が22.9％、「１年以上～３年未満」が
22.5％となっている。
在留資格別にみると、「身分や地位に基づく在留資格」では
「15年以上」（54.6％）、「活動に基づく在留資格」では「５
年以上～10年未満」（40.7％）、「技能実習・特定技能」では
「1年以上～3年未満」（44.9％）が最も多い。 9



外国人住民アンケートの結果（速報） （２）日本語能力

①話す ②聞く

日本語の話す能力は、半数以上が「日常会話ができる」
以上の能力があると回答している。

在留資格別にみると、「技能実習・特定技能」では他の
区分よりも「日常会話ができる」以上の回答が低くなって
いる。

日本語の聞く能力は、半数以上が「日常会話は聞き取る
ことができる」以上の能力があると回答している。

在留資格別にみると、「技能実習・特定技能」では「日
常会話は聞き取ることができる」以上の回答が低くなって
いる。

21.6

31.4

22.1

8.1

41.3

38.8

44.1

43.2

18.8

15.8

15.2

24.7

18.3

14.1

18.6

24.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=846）

身分や地位に基づく
在留資格（N=405）

活動に基づく在留資格
（N=145）

技能実習・特定技能
（N=296）

どんな場面でも自分の言いたいことを問題なく話すことができる
日常会話ができる
自分の身近な話題を説明することができる
ほとんど話すことができない

21.7

33.8

18.6

6.8

41.5

38.8

45.5

43.2

25.5

18.3

22.1

37.2

11.2

9.1

13.8

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=846）

身分や地位に基づく
在留資格（N=405）

活動に基づく在留資格
（N=145）

技能実習・特定技能
（N=296）

どんな場面でも相手の話すことを問題なく聞き取れることができる
日常会話は聞き取ることができる
自分に身近な話題であれば聞き取ることができる
ほとんど聞き取ることができない
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外国人住民アンケートの結果（速報） （２）日本語能力

日本語の読む能力は、「短い文章は読むことができる」が
47.5％と最も多く、次いで「ほとんど読むことができない」
が24.9％となっている。

在留資格別にみると、在留期間が比較的な長い「身分や地
位に基づく在留資格」でも「新聞や雑誌の記事を読むことが
できる」以上の読む能力があるという回答は半数に満たない。

日本語の書く能力は、「簡単なメモであれば書くことが
できる」が45.7％と最も多く、次いで「ほとんど書くこと
ができない」が25.2％となっている。

在留資格別にみると、どの区分でも「簡単なメモであれ
ば書くことができる」が最も多く、在留期間が比較的な長
い「身分や地位に基づく在留資格」でも「手紙やメールな
どを書くことができる」以上の書く能力があるという回答
は半数に満たない。

11.7

19.0

9.7

2.7

15.8

20.2

25.5

5.1

47.5

36.3

43.4

64.9

24.9

24.4

21.4

27.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=846）

身分や地位に基づく
在留資格（N=405）

活動に基づく在留資格
（N=145）

技能実習・特定技能
（N=296）

どんな文章でも問題なく読める
新聞や雑誌の記事を読むことができる
短い文章は読むことができる
ほとんど読むことができない

③読む

10.0

17.0

8.3

1.4

19.0

22.2

29.7

9.5

45.7

32.8

39.3

66.6

25.2

27.9

22.8

22.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=846）

身分や地位に基づく
在留資格（N=405）

活動に基づく在留資格
（N=145）

技能実習・特定技能
（N=296）

どんな文章でも問題なく書くことができる
手紙やメールなどを書くことができる
簡単なメモであれば書くことができる
ほとんど書くことができない

④書く
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日本の生活で困っていることは、「ことば」が44.4％と
最も多く、次いで「特にない」（19.7％）、「生活費など
金銭的な問題」（19.6％）、「文化・習慣の違い」
（17.7％）、「友人が少ない」（16.2％）となっている。

在留資格別にみると、「技能実習・特定技能」では、
「ことば」が63.2％と他の区分と比較しても高い割合を占
めている。

①日常生活での困りごと（３つまで回答） 44.4

19.6

17.7

16.2

12.9

10.2

10.0

7.1

5.9

5.8

5.8

5.2

2.5

1.3

9.2

19.7

30.1

17.0

17.0

17.8

11.6

5.2

11.4

8.1

9.6

4.2

6.9

6.4

2.7

1.5

6.4

28.1

46.2

26.2

18.6

17.9

21.4

12.4

13.1

9.0

6.9

11.0

5.5

6.9

4.8

2.8

5.5

11.7

63.2

19.9

18.2

13.2

10.5

15.9

6.8

4.7

0.3

5.4

4.4

2.7

1.0

0.3

14.9

12.2

0% 20% 40% 60% 80%

ことば

生活費などの金銭的な問題

文化・習慣の違い

友人が少ない

情報が少ない

交通手段

仕事

災害時・緊急時の対応

子どもの教育

住居

近所づきあい

病院・医療

日本人とのトラブル

出産・育児

その他

特にない

全体（N=846）

身分や地位に基づく在留資格
（N=405）

活動に基づく在留資格
（N=145）

技能実習・特定技能（N=296）

外国人住民アンケートの結果（速報） （３）日常生活

12



充実してほしい行政情報は、「税金・年金のしくみにつ
いて」が37.9％と最も多く、次いで「就職・雇用につい
て」が33.9％、「日本語を学べる場所について」が23.9％
となっている。

在留資格別にみると、「身分や地位に基づく在留資格」
と「技能実習・特定技能」では「税金・年金のしくみにつ
いて」がそれぞれ35.6％、37.8％と最も多く、「活動に基
づく在留資格」では「就職・雇用について」と「税金・年
金のしくみについて」がそれぞれ44.8％と最も多くなって
いる。「技能実習・特定技能」では「多言語で相談できる
窓口について」が24.3％と、他の区分よりも多くなってい
る。

②充実してほしい行政情報（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果（速報） （３）日常生活

37.9

33.9

23.9

19.3

14.3

13.4

9.6

8.0

7.7

6.5

4.4

4.0

3.9

3.2

2.5

1.8

9.0

14.9

35.6

29.6

20.7

17.3

15.8

13.3

7.4

8.9

10.4

5.2

3.5

5.2

2.5

3.2

2.7

1.2

6.2

21.5

44.8

44.8

29.7

14.5

17.9

13.1

11.7

9.7

8.3

13.1

9.7

4.8

2.8

4.1

2.1

2.8

6.2

4.8

37.8

34.5

25.3

24.3

10.5

13.5

11.5

6.1

3.7

5.1

3.0

2.0

6.4

2.7

2.4

2.0

14.2

10.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

税金・年金のしくみについて

就職・雇用について

日本語を学べる場所について

多言語で相談できる窓口について

病院や医療について

災害や事故など緊急時のことについて

在留資格について

通訳・翻訳などのボランティア

教育制度や学校について

地域での交流やイベントについて

公営住宅について

出産や育児について

公共交通機関について

地域（自治会）のことについて

公共施設の場所、連絡先、利用方法

ごみの出し方について

その他

特にない

全体（N=846）
身分や地位に基づく在留資格（N=405）
活動に基づく在留資格（N=145）
技能実習・特定技能（N=296）
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こどもの教育についての心配事（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果（速報） （４）教育

26.6

21.4

14.3

14.3

12.7

10.7

10.7

8.7

7.5

6.3

6.0

4.8

3.6

2.0

11.5

28.6

25.7

17.8

15.0

14.5

11.2

11.2

10.3

8.4

5.6

6.5

4.7

5.6

3.7

1.9

12.1

30.8

33.3

44.4

11.1

13.9

22.2

8.3

13.9

11.1

19.4

5.6

11.1

0.0

2.8

2.8

2.8

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

50.0

0.0

0.0

0.0

100.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育費が高い

学校でいじめられる

大学に進学できるか不安

母国語が話せなくなる

日本語が十分にできない

放課後や休みの日に子どもをみてくれる…

母国の習慣や文化を学ぶ機会がない

親が勉強をみてあげることができない

友達ができない

学校の授業が難しくてついていけない

学校や教育の制度がわからない

高校に進学できるか不安

学校に行きたがらない

親が学校からの連絡を理解できない

その他

心配することはない

全体（N=252）
身分や地位に基づく在留資格（N=214）
活動に基づく在留資格（N=36）
技能実習・特定技能（N=2）

子どもの教育について心配することを尋ねたところ、
「心配することはない」が28.6％と最も多い。

一方で、心配ごとは、「教育費が高い」（26.6％）と
「学校でいじめられる」（21.4％）が比較的高い割合を
占めている。
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①仕事上の心配ごとや不満（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果（速報） （５）仕事

現在の仕事で心配なこと、不満に思っていることは、「特に不
満はない」が39.7％と最も多くなっている。次いで「賃金が安
い」が37.9％となってる。

在留資格別にみても、「身分や地位に基づく在留資格」、「活
動に基づく在留資格」、「技能実習・特定技能」のいずれにおい
ても「特に不満はない」と「賃金が高い」が高い割合を占めてお
り、特に不満はない人と賃金に対する不満を持っている人に二分
していることがわかる。

37.9

8.3

8.0

7.3

5.6

5.4

4.2

3.8

3.4

2.7

1.9

13.2

39.7

36.1

6.8

10.8

6.2

5.9

4.0

4.3

4.6

4.0

2.2

2.5

10.5

41.7

42.0

8.4

8.4

9.2

8.4

6.7

5.0

5.0

3.4

4.2

2.5

11.8

37.0

38.2

9.9

4.8

7.8

4.1

6.5

3.8

2.4

2.7

2.7

1.0

16.7

38.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

賃金が安い

日本語でコミュニケーションが取れない

いつ解雇されるか不安である

休日・休暇が少ない

日本人でないことを理由に
差別的な扱いを受ける

雇用期間が短い

労働時間が長い

希望する仕事ができない

会社の業務マニュアルなどが
全て日本語でわからない

自国の文化を理解してもらえない

職場での適切な指導や研修がない

その他

特に不満はない

全体（N=736）

身分や地位に基づく在留資格（N=324）

活動に基づく在留資格（N=119）

技能実習・特定技能（N=293）
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②仕事のことで、行政に支援してほしいこと
（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果（速報） （５）仕事

仕事のことで、行政に支援してほしいことは、「外国人が働
きやすい企業情報の発信」が54.0％と最も多く、次いで「日本
語が苦手な外国人でも働きやすい企業情報の発信」（36.1％）、
「仕事（業種）にあった日本語学習の機会の提供」（29.1％）
となっている。

在留資格別にみると、全ての区分で「外国人が働きやすい企
業情報の発信」が50％を超えている。「活動に基づく在留資
格」では、「日本語が苦手な外国人でも働きやすい企業情報の
発信」が41.4％と、他の区分よりもやや高い割合を占めている。

54.0

36.1

29.1

13.4

13.2

10.0

9.3

6.1

11.3

16.2

51.9

33.8

24.0

14.3

15.8

10.6

6.7

4.9

9.9

20.2

59.3

41.4

30.3

12.4

13.8

11.7

12.4

4.1

11.7

10.3

54.4

36.5

35.5

12.5

9.5

8.4

11.5

8.8

13.2

13.5

0% 20% 40% 60% 80%

外国人が働きやすい企業情報の発信

日本語が苦手な外国人でも
働きやすい企業情報の発信

仕事（業種）にあった
日本語学習の機会の提供

多言語による対面での
労働相談窓口の設置

起業する際の支援

日本のビジネスマナーを学ぶ機会の提供

メールやLINEなど、オンラインでの
多言語労働相談の実施

自国の文化や宗教について、
会社の人に周知すること

その他

特にない

全体（N=846）

身分や地位に基づく在留資格（N=405）

活動に基づく在留資格（N=145）

技能実習・特定技能（N=296）
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①行政に望む災害対策（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果（速報） （６）災害

38.2

27.3

23.6

22.2

18.0

13.7

21.3

13.6

42.0

30.4

26.7

23.2

18.0

12.6

24.9

4.4

31.0

29.0

30.3

31.0

22.1

18.6

13.8

10.3

36.5

22.3

16.2

16.6

15.9

12.8

19.9

27.7

0% 20% 40% 60%

避難場所の掲示等を多言語にする

多言語防災情報の発信

外国語の緊急対応パンフレットを配る

地域の防災訓練に外国人が
参加しやすいようにする

多言語ハザードマップの作成

外国人向け防災講座の実施

その他

無回答

全体（N=846）

身分や地位に基づく在留資格
（N=405）
活動に基づく在留資格（N=145）

技能実習・特定技能（N=296）

行政に望む災害対策としては、「避難場所の掲示等を多言語
にする」が38.2％と最も多く、次いで「多言語防災情報の発
信」（27.3％）、「外国語の緊急対応パンフレットを配る」
（23.6％）、「地域の防災訓練に外国人が参加しやすいように
する」（22.2％）となっている。

在留資格別にみると、全ての区分で「避難場所の掲示等を多
言語にする」が最も多くなっている（「活動に基づく在留資
格」では「地域の防災訓練に外国人が参加しやすいようにす
る」と同率）。
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②災害時に行政に求める支援（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果（速報） （６）災害

災害時に行政に求める支援は、「避難場所における各種
掲示の多言語化」が46.2％と最も多く、次いで「文化や習
慣に配慮した物資や食料支援」（36.8％）、「緊急時に多
言語の放送や誘導を行う」（34.0％）が多くなっている。

在留資格別にみると、全ての区分において「避難所にお
ける各種掲示の多言語化」が40％を超え、最も多くなって
いる。また、「技能実習・特定技能」では「文化や習慣に
配慮した物資や食料支援」45.3％と他の区分よりも高い割
合を占めている。

46.2

36.8

34.0

20.2

18.8

18.2

17.3

13.7

13.7

46.2

30.4

33.3

19.5

16.5

18.3

19.5

15.8

14.6

42.8

37.2

38.6

24.8

24.8

24.8

13.8

19.3

11.0

48.0

45.3

32.8

18.9

18.9

14.9

15.9

8.1

13.9

0% 20% 40% 60%

避難場所における各種掲示の多言語化

文化や習慣に配慮した物資や食料支援

緊急時に多言語の放送や誘導を行う

被災者支援に関する様々な手続の
支援・補助

SNS（Ⅹ・フェイスブックなど）で
情報の早期発信

外国人同士が連絡・協力しやすい
環境づくり

多言語での相談対応

地域の人同士が連絡・協力しやすい
環境づくり

その他

全体（N=846）

身分や地位に基づく在留資格
（N=405）
活動に基づく在留資格
（N=145）
技能実習・特定技能（N=296）
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①近所の日本人とのつき合い（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果（速報） （７）日本人とのつき合い

62.5

72.3

49.7

55.4

37.5

27.7

50.3

44.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=846）

身分や地位に基づく
在留資格（N=405）

活動に基づく在留資格
（N=145）

技能実習・特定技能
（N=296）

ある ない

近くに住む日本人とのつき合いは、「ある」が62.5％
に対して「ない」が37.5％と「ある」が上回っている。

在留資格別にみると、「身分や地位に基づく在留資
格」と「技能実習・特定技能」では半数を超えており、
特に「身分や地位に基づく在留資格」では70％を超えて
いる。「活動に基づく在留資格」では「ない」が50.3％
と、若干「ある」よりも上回っている。

58.8

42.5

33.5

20.4

5.9

11.9

53.6

45.1

33.1

22.2

7.5

10.6

56.9

40.3

27.8

22.2

4.2

9.7

68.9

39.0

36.6

16.5

3.7

15.2

0% 20% 40% 60% 80%

あいさつをする程度

日常生活のことを話している

友人としてつき合っている

何か困った時に助け合っている

家族と同じように
親しくつき合っている

その他

全体（N=529）

身分や地位に基づく在留資格（N=293）

活動に基づく在留資格（N=72）

技能実習・特定技能（N=164）

②つき合いの内容（３つまで回答）

つき合いの内容は、「あいさつをする程度」が58.8％と最も多く、
次いで「日常生活のことを話している」が42.5％となっている。

在留資格別にみても、全ての区分で「あいさつをする程度」が
50％を超えている。 19



③つき合いがない理由（３つまで回答）

外国人住民アンケートの結果概要 （７）日本人とのつき合い

つき合いがない理由は、「話しかけるきっかけがないから」が
42.3％と最も多く、次いで「時間がないから」（31.2％）、「日
本語を話せないから」と「つき合う場がないから」が同率
（30.6％）となっている。

在留資格別にみると、全ての区分において「話しかけるきっか
けがないから」が最も多くなっている。

42.3

31.2

30.6

30.6

21.8

6.6

3.2

17.4

36.6

30.4

34.8

34.8

14.3

3.6

0.0

14.3

52.1

39.7

30.1

42.5

27.4

11.0

2.7

17.8

41.7

27.3

27.3

20.5

25.0

6.8

6.1

19.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

話しかけるきっかけがないから

時間がないから

日本語を話せないから

つき合う場がないから

日本人とつき合うのが苦手だから

必要だと思わないから

長く日本に住むつもりがないから

その他

全体（N=317）

身分や地位に基づく在留資格
（N=112）
活動に基づく在留資格（N=73）

技能実習・特定技能（N=132）

20



①性別

日本人住民アンケートの結果（速報） （１）回答者属性

性別は、「男性」が42.3％、「女性」が56.6％となって
いる。

②性別

42.3 56.6 

0.8 

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=631)

男性 女性 その他 無回答

3.5 

5.5 10.3 18.2 18.5 21.7 22.0 0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=631)

20歳未満 20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60〜69歳 70歳以上 無回答

年齢は、「70歳以上」が22.0％と最も多く、次いで「60
～69歳」が21.7％、「50～59歳」が18.5％となっている。

21



①近所の外国人住民との関わり

日本人住民アンケートの結果（速報） （２）日常生活

現在、近所の外国人住民との関わりは、「関わっていな
い」が63.4％で最も多く、次いで「どちらかといえば関
わっていない」が26.0％となっており、合わせて89.4％が
それほど関わっていないと回答している。

年齢別にみると、「18～29歳」で、「積極的に関わって
いる」と「どちらかといえば関わっている」を合わせて
14.0％と、他の年齢層よりも比較的多くなっている。

1.9

3.5

1.7

3.4

1.5

1.4

7.4

10.5

9.2

7.0

6.8

7.3

6.5

26.0

19.3

26.2

27.0

25.6

29.9

24.5

63.4

66.7

63.1

61.7

63.2

60.6

66.2

1.3

1.5

2.6

0.9

0.7

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=631)

18〜29歳(N=57)

30〜39歳(N=65)

40〜49歳(N=115)

50〜59歳(N=117)

60〜69歳(N=137)

70歳以上(N=139)

積極的に関わっている どちらかといえば関わっている
どちらかといえば関わっていない 関わっていない
無回答 22



②近所に外国人が住むことについて（３つまで回答）

日本人住民アンケートの結果（速報） （２）日常生活

近所に外国人が住むことについてどう思うか尋ねたとこ
ろ、「どちらともいえない」が65.0％と最も多くなってい
る。「好ましい」（3.6％）と「どちらかといえば好まし
い」（9.2％）を合わせると12.8％の人が好ましいと回答し
ている。

年齢別にみると、「18～29歳」で、「好ましい」と「ど
ちらかといえば好ましい」を合わせて28.1％と、他の年齢
層よりも比較的多くなっている。

3.6

8.8

1.5

7.0

2.6

2.2

2.2

9.2

19.3

7.7

13.0

6.0

6.6

7.9

65.0

59.6

60.0

59.1

62.4

75.9

65.5

16.5

8.8

24.6

14.8

19.7

13.1

18.0

3.5

3.5

4.6

2.6

6.8

1.5

2.9

2.2

1.5

3.5

2.6

0.7

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=631)

18〜29歳(N=57)

30〜39歳(N=65)

40〜49歳(N=115)

50〜59歳(N=117)

60〜69歳(N=137)

70歳以上(N=139)

好ましい どちらかといえば好ましい
どちらともいえない どちらかといえば好ましくない
好ましくない 無回答 23



③外国人が生活で困っていると思うこと
（３つまで回答）

日本人住民アンケートの結果（速報） （２）日常生活

外国人が生活で困っていると思うことは、「日本語が不
自由」が53.1％と最も多く、次いで「文化・習慣の違い」
（38.4％）、「近所づきあい」（23.8％）、「災害時・緊
急時の対応」（21.2％）の順となっている。

53.1 

38.4 

23.8 

21.2 

17.3 

15.4 

12.7 

10.8 

9.4 

6.8 

6.0 

5.7 

5.5 

2.4 

3.2 

4.8 

0% 20% 40% 60%

日本語が不自由

文化・習慣の違い

近所づきあい

災害時・緊急時の対応

情報が少ない

病院・医療のこと

日本人との間のトラブル

仕事のこと

生活費など金銭的な問題

子どもの教育のこと

友人が少ない

住居のこと

交通手段のこと

出産・育児のこと

その他

無回答 N=631
24



①「多文化共生のまちづくり」を進めるために
あなたができること（３つまで回答）

日本人住民アンケートの結果（速報） （３）多文化共生のまちづくり

「多文化共生のまちづくり」を進めるために、でき
ることは何か尋ねたところ、「あいさつなど声をかけ
合う」が74.3％と最も多く、次いで「気軽に話をす
る」（37.4％）、「生活習慣やルールを相談し合う」
（28.5％）、「地域の外国人との交流やイベントに参
加する」（21.6％）の順となっている。

74.3 

37.4 

28.5 

21.6 

11.1 

10.0 

6.7 

5.5 

2.9 

1.7 

0.8 

5.1 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80%

あいさつなど声をかけ合う

気軽に話をする

生活習慣やルールを相談し合う

地域の外国人との交流や
イベントに参加する

地域の外国人と合同での
避難訓練や清掃活動などに参加する

地域の外国人との話し合いを行う

いろいろな言葉が話せるよう
外国語を学ぶ

外国人が自分の国の文化・ことば
・料理などを紹介する講座に参加する

日本の生活に慣れていない外国人支援の活動
（NGO/NPOを含む）への参加・協力を行う

翻訳・通訳や日本語教室などの
ボランティア活動をする

その他

特にない

無回答 N=631 25



②「多文化共生のまちづくり」を進めるために
外国人住民に期待すること（３つまで回答）

日本人住民アンケートの結果（速報） （３）多文化共生のまちづくり

「多文化共生のまちづくり」を進めるために、外国
人住民にどのようなことを期待することは、「あいさ
つなど声をかけ合う」が56.9％と最も多く、次いで
「日本の法律、生活習慣やルールを守る」が53.2％と
なっている。

56.9 

53.2 

27.7 

26.5 

26.5 

15.7 

8.1 

1.0 

6.2 

2.4 

0% 20% 40% 60%

あいさつなど声をかけ合う

日本の法律、生活習慣やルールを守る

日本語や日本の文化を学ぶ

気軽に話をする

地域住民との交流や
地域活動に参加する

地域での避難訓練や
清掃活動などに参加する

外国人住民が自分の国の文化・ことば
・料理などを紹介する講座を開催する

その他

特にない

無回答 N=127
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③「多文化共生のまちづくり」を進めるために、
必要な県の施策（３つまで回答）

日本人住民アンケートの結果（速報） （３）多文化共生のまちづくり

「多文化共生のまちづくり」を進めるために、特に必要と
思われる県の施策は、「外国人に対する日本の生活ルールや
習慣、文化の違いなどの周知」が52.9％と最も多く、次いで
「外国語による行政情報や生活情報の提供の充実」
（33.4％）、「外国人に対する相談体制の充実」（31.5％）
の順となっている。

52.9 

33.4 

31.5 

23.0 

16.3 

15.4 

15.4 

14.1 

13.5 

9.0 

8.9 

6.5 

3.0 

3.6 

0% 20% 40% 60%

外国人に対する日本の生活ルールや
習慣、文化の違いなどの周知

外国語による行政情報や
生活情報の提供の充実

外国人に対する相談体制の充実

外国人に対する日本語学習の支援

日本人と外国人との交流の場の充実

外国人に対する医療・保健
・福祉などの生活支援

外国人の就労支援

外国人に対する災害対策の推進

外国人の子どもに対する教育の充実

日本人に対する地域の国際化や
多文化共生に関する啓発

外国人の地域活動への参画の促進

外国人の居住や就労環境に関する支援

その他

無回答 N=631
27



企業向けアンケートの結果概要 回答企業の属性

39.3 

18.3 

8.9 

4.9 

2.2 

5.8 

2.2 

4.5 

4.0 

6.3 

0.0 

0.9 

1.8 

0.4 

0.4 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

富山市
高岡市
射水市
魚津市
氷見市
滑川市
黒部市
砺波市

小矢部市
南砺市
舟橋村
上市町
立山町
入善町
朝日町
無回答

N=224

①所在地

23.2 

19.2 

12.9 

12.5 

4.5 

4.0 

4.0 

1.3 

0.0 

0.0 

18.3 

0.0 

0% 10% 20% 30%

製造業
医療・福祉

建設業
卸売・小売業

運輸業、郵便業
宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業
農業、林業

漁業
自動車整備業

その他
無回答

N=224

②業種

・所在地は、「富山市」が39.3％、次いで「高岡市」
（18.3％）、「射水市」（8.9％）の順となっており、この
３市で66.5％を占めている。

・業種は、「製造業」が23.2％と最も多く、次いで「医
療・福祉」（19.2％）、「その他」（18.3％）となって
いる。

N=224 N=224

28



（１）県内企業の外国人材の雇用等の状況

23.7 12.9 63.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=224)

現在雇用等している
過去に雇用等していたが現在は雇用等していない
雇用等の経験はない
無回答

①外国人材の雇用等の状況
※雇用等には、正社員の他、契約社員や派遣社員も含む。

・外国人材の雇用状況は、「雇用等の経験はない」企業が、
63.4％となっている。

・一方、「現在雇用している」企業が23.7％、「過去に雇用
等していたが現在は雇用等していない」企業が12.9％と
なっている。

43.4 
32.1 

26.4 
22.6 

13.2 
11.3 

9.4 
3.8 
3.8 
3.8 

1.9 
1.9 

0.0 
17.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ベトナム
中国

フィリピン
インドネシア

ブラジル
ミャンマー
ネパール

韓国
パキスタン

米国（アメリカ）
カンボジア

インド
ロシア
その他
無回答

N=53

②現在雇用等している外国人材の国籍

・現在、雇用等している外国人材の国籍は、「ベトナム」
（43.4％）が最も多く、次いで「中国」（32.1％）、
「フィリピン」（26.4％）、「インドネシア」（22.6％）
となっている。

N=53
29



（１）県内企業の外国人材の雇用等の状況

技能実習

41.5％

技術・人文知識・

国際業務

24.5%

特定技能

32.1%

永住者

32.1%

定住者

5.7%

日本人の

配偶者等

11.3%

永住者の

配偶者等

5.7%
その他

17.0%

N=53

・現在、雇用等している外国人材の在留資格は、「技能実
習」が41.5％と最も多く、次いで「特定技能」と「永住
者」がそれぞれ32.1％となっている。

67.9 

26.4 

18.9 

1.9 

0.0 

11.3 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

正社員

パートタイマー
・アルバイト

契約社員

派遣社員

会社役員

その他

無回答
N=53

・現在、雇用等している外国人材の雇用形態は、「正社員」
が67.9％と最も多く、次いで「パートタイマー・アルバイ
ト」が26.4％、「契約社員」が18.9％となっている。

③雇用等している外国人材の在留資格 ④雇用等している外国人材の雇用形態

N=53 N=53
30



（１）県内企業の外国人材の雇用等の状況

35.8 

20.8 

13.2 

13.2 

11.3 

7.5 

5.7 

3.8 

1.9 

1.9 

1.9 

11.3 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

製造・修理・塗装・製図等の業務（生産設備
オペレーター、製品製造、機械検査等）

福祉・介護業務（福祉・介護の専門的職業）

サービス業務（クリーニング、飲食物調理、
接客・給仕等）

建設・土木・電気工事の業務（建設、土木、
採掘、電気通信工事等）

研究・技術業務（研究者、製造技術者、建築
・土木・測量技術者、ソフトウェア開発等）
事務的業務（一般事務、医療・介護事務、

会計事務等）
医療・看護・保健業務（医師、看護士、

医療技術者、栄養士等）

保育・教育業務（保育士、学校等の教員等）

管理業務（経営、管理職等）

販売・営業業務（販売員、営業等）

運搬・清掃・包装・選別等の業務（荷役
・運搬作業員、清掃・洗浄作業員等）

その他

無回答 N=53

・現在、雇用等している外国人材が担当している業務は、「製造・修理・塗装・製図等の業務」が35.8％と最も多く、次いで
「福祉・介護業務」が20.8％となっている。

⑤県内企業の雇用等している外国人材が担当している業務

N=53 31



（１）県内企業の外国人材の雇用等の状況

62.3 

32.1 

30.2 

13.2 

5.7 

3.8 

1.9 

1.9 

1.9 

0.0 

20.8 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

日本人だけでは人手が足りないから

優秀な人材を確保するため

日本人が採用できないから

社内を活性化するため

日本人従業員に国際感覚を
身につけさせるため

輸出入など海外に関係する
業務を行うため

海外に工場や店舗を設けるため

インバウンド（訪日外国人観光客）
に対応するため

日本で暮らす外国人材向けの
サービスを行うため

海外向けの通信販売を行うため

その他

無回答 N=53

⑥外国人材を雇用等した理由

・外国人材を雇用等した理由は、「日本人だけでは人手が足りないから」が62.3％と最も多く、次いで「優秀な人材を確保する
ため」が32.1％、「日本人が採用できないから」が30.2％となっており、人手不足が大きな要因になっていることがわかる。

N=53
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（１）外国人材の雇用等の状況

⑦外国人材を雇用等する上での工夫 ⑧外国人材を雇用等したことによる社内への好影響

・外国人材を雇用等したことによる社内への好影響としては、
「日本人社員への刺激・社内活性」が58.5％と最も多く、
次いで「異文化・多様性への理解の向上」が43.4％となっ
ている。

・外国人材を雇用等する上で工夫していることは、「職務内
容や期待する役割などを明文化し提示」が37.7％と最も多
く、次いで「通年採用の実施」（32.1％）、「外国人留学
生等を対象にインターンシップを実施」（3.8％）と続く。

37.7 

32.1 

3.8 

1.9 

1.9 

0.0 

34.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職務内容や期待する
役割などを明文化し提示

通年採用の実施

外国人留学生等を対象に
インターンシップを実施

採用後の就職活動状況を
Webサイト等で広く発信

SNSを活用して外国人材の
コミュニティに求人情報を発信

外国語による就職情報
Webサイトを開設

その他

無回答
N=53

58.5 

43.4 

20.8 

5.7 

0.0 

0.0 

0.0 

5.7 

18.9 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

日本人社員への刺激・社内活性化

異文化・多様性への理解の向上

グローバル化推進への理解、意識醸成

海外の拠点や取引先との関係の向上

国内での新規顧客の獲得

新商品・サービスの開発

人事評価等制度面の明文化…

その他

特に好影響はない

無回答 N=53N=53 N=53
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（１）外国人材の雇用等の状況

⑨外国人材を雇用等したことで起きた社内の問題

・外国人を雇用等したことで起きた社内での問題については、「言葉の壁による意思疎通面での問題」が58.5％と最も多く、
次いで「文化・価値観・考え方の違いによる問題」が43.4％となっている。一方、「特に問題はない」は24.5％となってい
る。

58.5 

43.4 

18.9 

18.9 

0.0 

0.0 

5.7 

24.5 

1.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

言葉の壁による意思疎通面での問題

文化・価値観・考え方の違いによる
問題

受け入れ部署の負担が増えた

ビザの申請や社会保険などの
手続き上の問題

海外拠点への出向・転籍時の
トラブル

取引先、社外からのクレーム

その他

特に問題はない

無回答
N=53
N=53
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（２）今後の外国人材の活躍について

①将来における外国人材雇用等の意向
（外国人材の「雇用等の経験はない」と回答した企業）

・将来における外国人材雇用等の意向は、「雇用等するつもりはない」が58.5％を占めている。
・一方、「雇用等したい」（2.8％）と「いい人に出会えれば雇用等してもよい」（29.6％）を合わせて32.4％が前向きに雇用の

意向を示している。

2.8

29.6 9.2 58.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=142)

雇用等したい いい人に出会えれば雇用等してもよい

日本人が採用できなければ雇用等する 雇用等するつもりはない
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（２）今後の外国人材の活躍について
②外国人材を「雇用等したい」理由
（外国人材の「雇用等の経験はない」と回答した企業 ）

・外国人材を雇用等したい理由は、「日本人だけでは人手が足りないから」が50.8％と最も多く、次いで「優秀な人材を確保す
るため」が49.2％となっている。

50.8 

49.2 

39.0 

22.0 

6.8 

3.4 

3.4 

3.4 

1.7 

0.0 

3.4 

0% 20% 40% 60%

日本人だけでは人手が足りないから

優秀な人材を確保するため

日本人が採用できないから

社内を活性化するため

日本人従業員に国際感覚を
身につけさせるため

輸出入など海外に関係する
業務を行うため

インバウンド（訪日外国人観光客）に
対応するため

日本で暮らす外国人向けのサービスを
行うため

海外に工場や店舗を設けるため

海外向けの通信販売を行うため

その他 N=59N=59 36



（２）今後の外国人材の活躍について

③外国人材を「雇用等するつもりはない」理由（外国人材の「雇用等の経験はない」と回答した企業 ）

・外国人材を雇用等しない理由は、「コミュニケーションが上手く取れるか不安だから」が34.9％と最も多く、次いで
「受入れに係る手続き（在留資格の取得、雇用管理等）が大変そうだから」が33.7％となっている。

24.1 

17.2 

17.2 

17.2 

10.3 

10.3 

6.9 

3.4 

3.4 

3.4 

0.0 

0.0 

44.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

受入れに係る手続きが大変だから

研修や教育に手間がかかるから

仕事に対する考え方が異なるから

コミュニケーションがとりづらいから

日本人を雇用するよりもコストがかかるから

勤務態度がよくないから

外国人材を必要とする仕事が減ったから

業務に必要な技術や技能が不足しているから

日本人社員に反対されたから

日本人の採用を増やす予定があるから

仕事のミスや報告もれが多いから

転職されるリスクがあるから

その他

N=29
N=29
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（３）富山県としての外国人材の受入れについて

①外国人材（※注）の受入れについて
※注：労働の担い手として活躍する外国人。

・県として、外国人材の受入れを進めていくべきだと思うか尋ねたところ、「どちらかといえば進めるべき」が57.6％と最も多
く、次いで「進めるべき」が20.5％となり、『進めるべき』（「進めるべき」＋「どちらかといえば進めるべき」）は78.1％を
占めている。

20.5

37.7

31.0

12.0

57.6

54.7

48.3

60.6

15.2

3.8

17.2

19.0

6.7

3.8

3.4

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=224)

現在雇用等している(N=53)

過去に雇用等していたが
現在は雇用等していない(N=29)

雇用等の経験はない(N=142)

進めるべき どちらかといえば進めるべき

どちらかといえば進めるべきでない 進めるべきでない
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（３）富山県としての外国人材の受入れについて

②外国人材の受入れを進めていくべきだと思う理由
（「進めるべき」「どちらかといえば進めるべき」と回答した企業）

・受入れを進めていくべきだと思う理由は、「労働力が必要だから」が83.4％と最も多く、次いで「グローバル化への対応が可
能になるから」「労働意欲が高いから」が27.4％となっている。

83.4

27.4

27.4

22.9

10.3

8.0

4.6

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働力が必要だから

グローバル化への
対応が可能になるから

労働意欲が高いから

日本人とは異なる視点、
発想を持っているから

企業の社内環境が
活性化するから

経費対策につながるから

その他

無回答

N=175
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（３）富山県としての外国人材の受入れについて

③外国人材の受入れのために必要な行政の支援

・外国人材の受入れのために必要な行政の支援は、「日本語習得サポートの充実」が58.3％と最も多く、次いで「外国人材雇用
に関する情報提供」（50.9％）、「在留資格の手続きに関する支援」（42.9％）となっている。

58.3

50.9

42.9

37.1

37.1

35.4

35.4

32.6

31.4

30.3

28.6

26.3

26.3

25.1

22.9

21.1

21.1

17.1

2.3

2.9

0% 20% 40% 60% 80%

日本語習得サポートの充実

外国人材雇用に関する情報提供
在留資格の手続きに関する支援

外国人材雇用に関する 企業向けの相談窓口の設置
外国人材とのマッチング支援

外国人材が地域社会に定着するための支援
住居の確保に関する支援

外国人材を受け入れるために必要な社内環境整備への支援
外国人材受入れマニュアルの作整備
業務マニュアルの多言語化への支援

外国人向けの医療・介護の充実
他事業所の外国人材の活用に関する優良事例の提供

社内の受入担当者の育成やノウハウの蓄積に対する支援
外国人労働者の子どもの保育や教育の充実

外国人労働者の就活支援
定着支援を行うアドバイザーの設置

留学生の就職支援
定着支援に係るセミナーの実施

その他
無回答

■全体(N=175)
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（３）富山県としての外国人材の受入れについて

④外国人材の受入れを進めていくべきだと思わない理由（「どちらかといえば進めるべきでない」「進めるべきでない」と回答した企業）

受入れを進めていくべきだと思わない理由は、「治安悪化を招くから」が51.0％と最も多く、次いで「文化や習慣の違いが
大きいから」（49.0％）、「日本人の雇用機会を奪うから」（44.9％）の順となっている。

51.0

49.0

44.9

30.6

14.3

18.4

10.2

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

治安悪化を招くから

文化や習慣の違いが大きいから

日本人の雇用機会を奪うから

言語の壁があり、意思疎通が難しいから

在留資格によっては、長く働き続けてもらえないから

日本人従業員とのトラブルがあるから

雇用の手続きなどが煩雑だから

その他
■全(N-49)■全体(N=49)
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